
唯一の事業場の閉鎖・解散に伴う解雇であり、労働組合との事前協議・協議決定条項にも違反しないため、解雇は有効
（日本アクリル化学事件　名古屋地裁　令5.2.15判決）
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●出生時育児休業中の就業日に年休の申請があった場合、認める必要はあるか
●１カ月単位の変形労働時間制で、期間途中に勤務シフトを変更することは可能か
●就業規則の規定につき、曖昧な部分を改定・運用する際の留意点
●パワハラを目撃したことで不快な気分になったと主張する社員に対してもハラスメントは成立するか
●マイナンバーを含む従業員名簿を退職者が持ち出した場合、どう対応すべきか
●勤怠管理に生体認証システムを取り入れることは可能か
●規定はあるものの、運用実績のなかった「降給」を実施する際の留意点
●中小企業退職金共済を解約する際の留意点

国
内
出
張
旅
費
の
最
新
実
態

無
期
転
換
ル
ー
ル
見
直
し
へ
の
実
務
対
応

　メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
判
例〈
第
36
回
〉
　基
本
解
説
（
5
）

4
0
5
8

23
・
6
・
23

　第2・4金曜日発行　2023年6月23日発行　ISSN 1342-5250

産業医、弁護士から見た
判断のポイントと対応の留意点
シャープNECディスプレイソリューションズ事件　（横浜地裁　令3.12.23判決）
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